
宮城県のi-Construction・DXの取組について

令和８年度 建設ICT・DX活用セミナー
２０２６年７⽉３１⽇



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ ICT施工・3次元化等の活用促進
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 ICT施工・3次元化等の活用は、対象工事に
おいて受注者希望型（令和元年度より総合評
価において応札者の提案により実施）で実施
している)

 ICT活用工事の実施率は年々増加している
（R元:15％ ⇒ R7：84 ％）

▽ ICT活用工事の実施率

ʣ ICT施工

 各施工プロセス（①〜⑤）の技術活用数に応じ評価する。
①3次元起工測量
②3次元設計データの作成
③ICT建設機械による施工
④3次元出来形管理等の施工管理
⑤3次元データの納品



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ ICT施工・3次元化等の活用促進
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 国交省「ＩＣＴの全面的な活用の推進に関する実施方針」に準じて、令和８年度より
ICT活用を推進する工種を追加している。

出典︓宮城県建設工事総合評価落札⽅式の⼿引き

（13項目） 令和８年度令和７年度 （20項目）



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ ICT施工・3次元化等の活用促進
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河川工事（河床等掘削）

＜ICT建設機械による施工例＞

△キャリブレーション

△出来型計測状況△ICT施工状況

 現地作業の省人化、作業時間短縮、安全性
の向上、丁張作業の削減、施工精度の向上
等が図られた



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ ICT施工・3次元化等の活用促進
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▼ICT活用証明書

 ICT活用証明書の有無により、総合評価落札⽅式にお
ける「配置する技術者の評価」でインセンティブを付
与（R2〜）

 ３項目以上の施工プロセス実施し、完成検査に合格し
た工事の監理技術者または主任技術者に発⾏

ʤ ICT活用証明書

配点 記載内容 評価基準

0 - 証明書なし

2 良 ICT活用証明書又は週休2日実施証明書のどちらかを有している

4 優良 ICT活用証明書及び週休2日実施証明書のどちらも有している

ʥ 3D対応環境

 国交省は3Dモデルを前提とした設計・施工を強⼒に推進
 県発注機関に３D対応CAD/CIMソフトを導入、
i-Con/CIMの推進に対応した環境を構築

 3D地形、3D線形、点群、IFC/LandXMLに対応

▼３D対応CAD/CIMソフトウェア



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ

 R元年度よりBIM/CIMモデル業務を導入
 計画・調査・設計段階で３次元測量設計データ等を活用
 施工対象を立体可視化し、関係者間の合意形成や数量算

出の効率化、構造物や部材の干渉チェックなど設計精度
の向上

 将来的には、維持管理の効率化、高度化、新たなサービス
の提供への活用などが可能

 工事・関連業務で本格導入（R8～）

■ BIM/CIMの活用促進

6

※モデル業務は受注者希望型（契約後に協議の上実施）
※総合評価： BIM/CIM活用提案内容に応じて加点評価
※成績評定： 活用状況に応じて加点評価

▽ BIM/CIM活用業務件数

BIM/CIM概念図

※Building/Construction  Information Modeling



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ BIM/CIMの活用促進
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＜活用目的＞

 路線選定

 関係機関協議（河川協議、用地交渉）

 住民説明、広報 等

※詳細度２００

ʣ道路予備設計

＜効果＞

 路線選定案の容易かつ確実な把握

 合意形成の迅速化

 用地買収面積、支障物件の把握 等



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ BIM/CIMの活用促進
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＜活用目的＞

 道路線形計画

 視距改善効果確認

  （設計速度V=60km/h制動停止視距）

 施工規模検討（切土量等）

 関係機関協議、住民説明 等

※詳細度２００

ʤ道路測量設計

※詳細度２００

＜効果＞

 計画の容易かつ確実な把握

 施工規模の迅速な把握

 合意形成の迅速化

 用地買収面積の把握 等



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ BIM/CIMの活用促進
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＜活用目的＞

 位置選定、法線計画

 出来上がり全体イメージの確認

 関係機関協議、住民説明 等

※詳細度２００

ʥ砂防堰堤測量調査設計
＜効果＞

 構造物の容易かつ確実な把握

 合意形成の迅速化

 高度な景観検討 等



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ BIM/CIMの活用促進
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＜活用目的＞

 架橋位置検討、周辺状況の把握

 橋梁形式の選定

 出来上がり全体イメージの確認

 関係機関協議、住民説明 等

※詳細度２００

ʦ橋梁予備設計

＜効果＞

 構造物の容易かつ確実な把握

 合意形成の迅速化

第１案：イージーラーメン橋

第3案：PCプレテンション床版橋

第2案：角形鋼管床版橋



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ 情報共有システム(ASP)の活用促進

11

【ASPの標準化】

 すべての工事でASPを導入（R2～）し、ペーパーレス化を推進している。

 建設関連業務でもASPを標準化（R8～）

 さらなる活用促進を図るため、工事・建設関連業務の実施要領を策定（R8）



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ デジタル人材の育成

12▲ICT/UAV基礎技術講習会

▲UAV講習会

 3次元測量、BIM/CIM、
DXなどの活用事例

 建設関係団体から専門講
師を招き、若手技術職員
等が最新技術に触れる機
会

＜県・市町村職員の人材育成＞

＜官民連携の人材育成＞

 インフラDX、３次元モデル概論、３次元CAD、点群データの操作体験
 官民で構成する「東北土木技術人材育成協議会」において、各基礎技術講習会を毎年開催
 ICTサポーターによる事例紹介

▲建設産業振興支援セミナー

新技術講習会・UAV講習会等

インフラDX、ICT・UAV基礎技術講習会等

▲新技術講習会

 地域建設産業災害対応力強化支援事業
DXアドバイザー、建設ディレクターの育成支援

 宮城県中小企業等デジタル化支援事業
     デジタル化の取組みを最大250万補助

 デジタル中核人材育成プログラム
 デジタル化・DX普及啓発セミナー

＜DX推進・人材育成支援＞



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ

＜補助スキーム＞

■ 地域建設産業のDX・ICT導入支援

◆補助対象事業のイメージと補助スキーム

○補助対象者
・ 県内に本社・本店を有する建設企業、建設関連企業
・ 県の入札参加登録資格を有するもの
・ 事業継続計画(BCP)を策定済み、又は、本事業期間

内に策定する企業

○補助率・上限額
＜ハード＞

 ・ 補助対象事業に要する費用の1/2以内
 ・ １事業者につき、上限100万円

＜ソフト＞
 ・ 補助対象事業に要する費用の1/1以内
 ・ １事業者につき、上限３0万円

◆地域建設産業災害対応力強化支援事業事業 概要

防災協定を始めとする災害対応の実⾏性確保に関する取組

災害対応におけるDXの推進、ICTの活用促進に関する取組

災害対応のための体制確保・⼈材育成等の取組

⇒防災訓練に要する費用、
 災害備蓄資機材の購入等
 に要する費用 など

⇒ＩＣＴ施工や３次元測量・設
計等に必要な機器の購入、
技術支援に要する費用 など

⇒ＢＣＰの策定に要する費用、
災害対応の人材の確保・育
成等に要する費用 など

災害への

備 え

災害への

対応力

災害対応の

持続性 BCP
13

 地域建設産業のDX・ICT導入支援のため、 令和5年度に本事業を創設
 ICT関連機器の購入やドローン講習にかかる費用などに最大１００万円まで補助



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ 地域建設産業のDX・ICT導入支援
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Ⅰ型（ハード）

対 象 ： 災害対応に資する備蓄資機材、ICT 関連機器の購入
具体例 ： UAV、トータルステーション、発電機、溶剤回収装置（使用済溶剤再生）など

▼測量用ドローン

Ⅱ型（ソフト）
▼BCP策定

対 象 ： 防災体制構築や災害対応に係る技術支援等に関する費用
具体例 ： BCP策定のための外注、ICTサポーターの活用、

防災訓練の実施、講習受講（建設ディレクター育成講座等）、
資格取得などに関する費用

▼研修の実施

▼トータルステーション
▼発電機

▼パワーアシストスーツ



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ バックオフィス分業化の事例
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＜県内企業の例＞
 専門部署（建設ディレクター課）を設置し、バックオフィス業務を専門的に担っている
 部署全体で約３割の時間外労働時間を削減
 A工事では「218時間/月」の時間外労働時間削減（見込み）

出典：県内企業「建設ディレクター実践事例」



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ LiDARスキャナ（iPad/iPhone）の活用
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 現場の全体像を短時間で３D化（３次元点群データ）
 手軽で、すぐ使え、持ち運びが容易
 測量作業の省人化・省力化
 危険箇所の非接触計測により、安全性向上（法面・河川・高所・狭隘部など）
 被災状況把握の迅速化



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■インフラ異常箇所通報アプリ（Ｒ６～運用開始）

 年間3,000件のインフラの不具合通報を、正確かつ効率的に収集

 スマホで撮影した道路・河川の損傷写真（最大10枚）と位置情報を簡単に送信できる通報アプリ

 通報内容は担当の土木事務所と維持管理業者にメール通知され、リアルタイムで情報を共有しなが
ら対応可能

土木事務所
●●組維持管理業者

対応を決定し、
維持管理業者
へ指示

管理者画面を
県と共有
県の指示を受
け迅速に対応

個別管理画⾯個別管理画⾯
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スマートフォンアプリスマートフォンアプリ

デジタル身分証アプリ
ポケットサイン

写真登録 位置情報登録



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ コミュニケーションツール（LINE WORKS）
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 道路維持管理業務に導入（一部の土木事務所）

 情報共有の効率化、業務のスピードアップ

1. 状況把握・判断の迅速化（写真・動画）

 スマホで撮影→トークに即共有
 発注者が状況を即把握（監督員を含め全関係者へ同時共有）
 動画により安全上の不具合も一目瞭然
 災害時は２次災害防止など、迅速な意思決定

2. 日報・作業報告のチャット化

 紙の日報→トークへ移行
 既読確認で伝わったかどうかが明確

3. 図面・資料の共有（Drive）

 図面・資料・工程表を保存
 最新資料を全員が参照可能

業務効率化



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ

衛星画像による解析
人工衛星で水道管の漏水を

発見するイメージ

半径100mの範囲で

漏水可能性エリア(POI)を特定

管路GISデータをベースに

ハイライト

■ 人工衛星・AIを活用した水道管路の漏水調査

現地調査（路面音聴調査等）

【技術の概要】

・人工衛星が取得した画像データを独自アルゴリズムとAIを用いて

解析し、漏水箇所を検出する技術。

・音聴調査等の全体の効率性・事業性が向上し、漏水発見の効率化

と低コスト化を実現、有収率の向上に繋げる。

【調査の概要】

 ・ 音聴棒や電子音聴器で、戸別音聴調査や路面音聴調査によって

 漏水箇所を探知する。

※  県内の水道事業体では、予算等の問題もあり、単年度で市町村

  全域の漏水調査を実施することは難しく、全域の漏水調査を実施

  するには、複数年を必要としていた。

漏水可能性エリア内の管路を現地調査

漏水の音を確認した箇所を開削し、
漏水を発見→修繕実施

【背景】

•今後人口減少に伴う水需要の低下により、大幅な収入減見込み

•安定的な事業運営には、「コスト削減」と「業務効率化」が必須

•漏水陥没事故が社会課題、早期に効率的な漏水調査、事故を未然
に防ぐ努力も求められている

【取組】

•広域連携・共同発注

•人工衛星とAIを活用した効率的な調査

•コスト削減と業務時間短縮等に効果発揮

内訳事業者数年度

宮城11,福島112事業者R6

宮城5,福島510事業者R7

宮城2,福島4
岩手7,山形2

15事業者R8

△基本合意締結を行った
令和８年度参加事業者

（４県１５事業者）



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ AI簡易診断を活用した路面性状調査

AI簡易診断により
ポットホールサイズを自動推定

スマートフォン

20

 車に取り付けたスマートフォンで道路を撮影するだけで、舗装路面のひび割れや段

差、区画線などの損傷状態を点検可能

 収集した画像データをAI簡易診断により解析して定量的に評価

 調査の効率化（約540km/年 → 県管理全延長約2,700km/年）

 ５年間分を１年で実施、大幅なコストダウンを実現。



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ i-Con新技術体験
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 建設業界のDXや新技術に触れるイベントを開催
 みやぎ建設ふれあいまつりでは「 i-Con新技術体験

ブース」を設置し、担い手確保に向け様々な年代にア
プローチしている

建設機械運転シミュレーターVR体験

UAV操作体験 ローテーター付きハイブリッドバケット展示

△R7みやぎ建設ふれあいまつり



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ 遠隔書類検査
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 働き方改革の観点から、工事検査（中間・完成）の遠隔化を実施
 国交省では、遠隔臨場による工事検査に関する実施要領を策定
 県では、実地検査は映像や音声では確認できない項目があるため、書類検査のみ遠隔で

実施している
 移動時間の削減、書類運搬の負担軽減に寄与



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ 建退共の電子申請方式の活用促進
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 本県では、建設業における生産性向上の取組として、建退共の電子申請方式を推奨



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ 建設キャリアアップシステム（CCUS）の活用促進

24

 国交省はCCUSを基盤データとして活用し、技能者の技能・経験に応じた処遇改善や業
務効率化を図っていく方針

 2025年９月～CCUSと建退共電子申請専用サイトが自動連携、事務負担が大幅軽減



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ 建設キャリアアップシステム（CCUS）の活用促進

25
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26

 ＣＣＵＳの活用促進に向け、活用提案の評価基準の見直し（底上げ）を実施（R8.4～）
 就業履歴の蓄積を促進するため「平均就業履歴蓄積率」を導入



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ セキュア生成AIの活用

27

 入力したデータがAIの学習に利用されないことが契約上保証されている環境の生成
AIを活用（Gemini/NotebookLM、Copilot）

＜活用例＞
 図面・数量計算書の整合性確認
 各種調査・分析
 被災箇所の復旧工法・概算工事費の提示
 問い合わせのチャットボット作成
 プロンプト作成
 メール文作成・校正
 資料要約
 広報チラシ作成
 議事録作成
 研修資料の作成 等
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1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ 電子契約の導入

30

 紙の契約書に押印する代わりに、契約書のPDFファイルに電子署名を付与することで
契約を締結

 費用負担ゼロ、スピーディー、簡単
 引き続き書面による契約締結も可能



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ■ 電子保証の導入

31

 保証事業会社、損害保険会社が発行する契約保証証書・前払金保証証券の電子提出が
可能

 証書証券に代えて、保証契約番号と認証キーを通知
 受注者が電子・紙を選択可能
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ご清聴ありがとうございました
〜 Thank you for your attention 〜


